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はじめに

特別支援教育は、平成１７年１２月の中央教育審議会答申（ 特別支援教育を推「

進するための制度の在り方について ）により、その理念及び制度改正の方向が示」

され、それに基づき、平成１８年６月に学校教育法が改正され、平成１９年４月

から新たな制度としてスタートした。

現在、都道府県や市町村、各学校においては、平成１９年４月に出された文部

科学省初等中等教育局長通知「特別支援教育の推進について」や障害者基本計画

に基づく重点施策実施５か年計画（平成１９年１２月障害者施策推進本部決定 、）

教育振興基本計画（平成２０年７月閣議決定）等に基づき、校内委員会の設置、

実態把握の実施、特別支援教育コーディネーターの指名、特別支援教育支援員の

配置、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用、さらに教職員研修な

ど教員の専門性向上のための取組が進められており、これらの特別支援教育の体

制整備は、各学校種において一定程度、進みつつある。

しかし、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、それに対応した適切

、な指導及び必要な支援を行うという特別支援教育の理念の実現という観点からは

これらの取組はまだ緒についたばかりである。今後、特別支援教育体制の更なる

整備のほか、障害のある幼児児童生徒の将来を見通し、一人一人の教育的ニーズ

に応じた計画的かつ適切な指導及び必要な支援を行うことなど特別支援教育の更

なる質的な充実を図っていくことが求められており、そのためには、なお多くの

課題がある。また、平成１７年１２月の中央教育審議会答申においては、障害の

ある児童生徒の就学の在り方など、更なる検討を要するとされた課題もある。

このような状況の中、本協力者会議は、①幼稚園、小学校、中学校、高等学校

及び特別支援学校等における特別支援教育の推進体制の整備について、②乳幼児

期から学校卒業後まで一貫した支援について、③障害のある児童生徒の就学につ

いて、等の課題について、特別支援教育の実施状況を評価しつつ、更なる推進方

策について検討を行うため、平成２０年７月２８日に設置された。以来、特別支

援教育の理念の実現に向けた具体的な施策を検討するための議論を重ねてきた。

そして、これらの課題のうち特に重要である、早期からの教育相談・支援や就学

指導の在り方を中心に、多くの団体から意見を聴取するとともに検討を行い、こ

のたび、本協力者会議の審議の中間とりまとめとして「特別支援教育の更なる充

実に向けて～早期からの教育支援の在り方について～」をとりまとめた。なお、

、 。本協力者会議で検討すべき他の課題については 引き続き検討を行う予定である

本報告を通じ、早期からの教育支援の体制が整備され、就学前から就学先のそ

れぞれの学校において、子どもの将来の自立と社会参加に向けて、一人一人の教
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育的ニーズに対応した適切な指導及び必要な支援が推進されることを期待するも

のである。

１．特別支援教育を巡る動向と更なる推進のための基本的な考え方について

（１）特別支援教育制度への移行と国内外の動向

・ 平成１８年６月の学校教育法改正により、平成１９年４月から新しい特別支

援教育がスタートした。特別支援教育の目指すところ（理念）は 「障害のある、

幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に

立ち、幼児児童生徒の一人一人のニーズを把握し、その持てる力を高め、生活

や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うも

の （平成１７年１２月中央教育審議会答申「特別支援教育を推進するための制」

度の在り方について」より）であり、改正法では、①従前の盲学校、聾学校及

び養護学校について、障害種別を超えた特別支援学校の制度とすること、②特

別支援学校においては、在籍する幼児児童生徒の教育を行うほか、幼稚園、小

学校、中学校、高等学校等からの要請に応じて助言・援助に努めること（特別

支援学校のセンター的機能 、③幼稚園、小学校、中学校、高等学校等において）

は、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対して適切な教育を行うことが

規定された。

・ また、平成１８年１２月の教育基本法改正では 「国及び地方公共団体は、障、

害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教育上

必要な支援を講じなければならない 」との規定が新設され、特別支援教育の実。

施が教育分野の憲法とも言える教育基本法に明確に位置付けられた。また、こ

れに先立ち、平成１６年１２月には発達障害者支援法が成立し、特に発達障害

のある子どもの早期発見、早期の発達支援が強く求められている。

・ これらの法改正等を踏まえ、文部科学省では、平成１９年４月から新たな制

度として特別支援教育がスタートするに当たり、文部科学省初等中等教育局長

通知「特別支援教育の推進について（１９文科初第１２５号 」を発し、特別支）

援教育の理念や校長の責務等を示すとともに、各学校における必要な体制整備

として、校内委員会の設置、実態把握の実施、特別支援教育コーディネーター

の指名、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用、教職員研修の実

施等の取組を求めた。

・ 各都道府県・市町村及び各学校においては、現在、特別支援教育に関する体

制整備が進められており、特に小・中学校では、校内委員会の設置や特別支援



「個別の教育支援計画」とは、障害のある幼児児童生徒の一人一人のニーズを正確に把握し、*1
教育の視点から適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後ま

でを通じて一貫して的確な支援を行うことを目的として策定されるもので、教育のみならず、福

祉、医療、労働等の様々な側面からの取組を含め関係機関、関係部局の密接な連携協力を確保す

ることが不可欠であり、教育的支援を行うに当たり同計画を活用することが意図されている。

（中略 「個別の支援計画」と「個別の教育支援計画」の関係については 「個別の支援計画」を） 、

関係機関が連携協力して策定するときに、学校や教育委員会などの教育機関等が中心になる場合

に 「個別の教育支援計画」と呼称しているもの （平成１７年１２月中央教育審議会答申より）、 。
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教育コーディネーターの指名などの基本的な体制は整備されつつあるものの、

、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用などの取組は十分ではなく

特別支援教育の理念の実現という観点から、大きな課題の一つと考えられる。

・ 一方、国際的には「障害者の権利に関する条約」が、平成１８年１２月、第

６１回国連総会において採択され、平成２０年５月に発効したところである。

我が国では平成１９年９月に署名し、現在、政府において批准に向けた検討が

進められているところであるが、同条約が求める障害者を「包容する教育制度

（ 」と特別支援教育との関係が論点の一つとなっていinclusive education system）

る。

（２）基本的な考え方と改善の基本的方向

・ このような特別支援教育を巡る国内外の動向や、教育委員会、各学校等の取

組の状況を踏まえると、特別支援教育の理念の実現という観点から、早期から

の教育相談・支援、就学指導の充実を図ることが最も重要かつ優先的に取り組

むべき課題である。

・ そのため、本協力者会議としては、障害のある幼児児童生徒一人一人のニー

ズを把握し、適切な指導及び必要な支援を図る特別支援教育の理念を実現させ

ていくためには、早期からの教育相談・支援、就学指導、就学後の適切な教育

及び必要な教育的支援全体を一貫した「教育支援」ととらえ直し 「個別の教育、

支援計画 」の作成・活用の推進を通じて、一人一人のニーズに応じた教育支援
*1

の充実を図ることが、今後の特別支援教育の更なる推進に向けた基本的な考え

方として重要と考える。

・ 個別の教育支援計画の作成・活用により、①障害のある子どもの教育的ニー

ズの適切な把握、②支援内容の明確化、③関係者間の共通認識の形成、④家庭

や医療、福祉、保健等の関係機関との連携強化、⑤定期的な見直し等による継

続的な支援、などの効果が期待でき、その取組を強力に推進していくことは、
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特別支援教育の理念の実現につながるものである。

・ これにより、これまでの就学指導中心の「点」としての教育支援から、早期

からの支援や就学相談から継続的な就学相談・指導を含めた「線」としての継

続的な教育支援へ、そして、家庭や関係機関と連携した「面」としての教育支

援を目指すべきである。

２．早期からの教育相談・支援の充実について

（１）早期からの教育相談の充実や保護者への情報提供の在り方

○早期からの教育相談の充実や保護者への情報提供の在り方

・ 障害のある子どもにとって、その障害を早期に発見し、早期からその発達

に応じた必要な支援を行うことは、その後の自立や社会参加に大きな効果が

あると考えられる。

・ 市町村教育委員会や都道府県教育委員会は、小・中学校の特別支援学級や

いわゆる通級指導教室、特別支援学校のセンター的機能等、それぞれの保有

する資源の十分な活用を図るとともに、教育委員会の体制整備や専門性の向

上、関係機関との連携による医療、福祉、保健等関係機関との情報の共有化

等を通じて、早期からの教育相談・支援の更なる充実を図ることが求められ

る。また、国においても、平成２０年８月に国立特別支援教育総合研究所に

設置された発達障害教育情報センターの機能の充実を図るなどして、保護者

や教育委員会に対する適切な情報提供を行うことが重要である。

・ 施策の実施に当たっては、公立幼稚園を所管する教育委員会と、私立幼稚

、園及び保育所等を所管する首長部局との連携・協力を十分に図る必要があり

例えば先進的な自治体においては、自治体内での窓口を一本化する、教育委

員会に「子ども課」等の名称で所管を一元化する、部局を横断した連携体制

を構築するため、関係組織を統括する「発達支援室」を設置するなどの取組

が行われている。また、早期からの教育相談の充実を図る場合には、幼稚園

等の施設や特別支援教育にかかわる人材が比較的豊富な地域と、十分には整

っていない地域のように条件の違いがあることを踏まえ、多様な地域の状況

に応じた柔軟かつきめ細かな施策が求められる。

・ さらに、幼稚園、保育所や認定こども園、療育機関等を利用しない障害の

ある子どもの場合や、これらの機関を利用していても連携が十分ではない場

合には、教育委員会としては事前に状況等を把握することができず、就学時



支援地域又は市町村において、障害のある子どもやその保護者への相談・支援にかかわる医療、*2
保健、福祉、教育、労働等の関係部局・機関間の連携協力を円滑にするためのネットワークとし

て設置するもの。詳しくは「障害のある子どものための地域における相談支援体制整備ガイドラ

イン（試案 （平成２０年３月文部科学省・厚生労働省）を参照。）」
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健康診断の段階で初めて幼児の状況が分かることがある。このため、教育委

員会は、特別支援連携協議会 等のネットワークを活用するなどして医療、
*2

福祉、保健部局等との連携や地域との連携を十分に図り、例えば乳幼児検診

の結果を必要に応じ共有するなどして幼児の状況把握に努めるほか、把握し

た後には関係機関と連携し、可能な限り早期に十分な支援を行うことが大切

である。

・ 現在、自治体において様々な相談支援のための手帳やファイル等を作成し

て教育相談に活用している例があり、有効な取組であると考える。このよう

な教育相談・支援に活用する手帳やファイル、個別の（教育）支援計画等に

ついては、障害のある子どもにかかわる個人情報が含まれており、また、関

係機関や関係者がその情報を共有化することを目的とするものであることか

、 、ら これらの意義を教育委員会担当者が十分に理解した上で保護者に対して

それらを作成することの意義や活用の目的等について十分な説明を行い、理

解と協力を得ることが必要である。

・ また、個人情報を保有する機関や関係者においては、個人情報が漏えいし

たり滅失したりすることがないよう、適切な取扱いに万全を期すことが肝要

である。

○障害児を支える家族に対する支援

、 、・ 早期からの教育相談には 子どもの障害の受容にかかわる保護者への支援

保護者が障害のある子どもとのかかわり方を学ぶことにより良好な親子関係

を形成するための支援、乳幼児の発達を促すようなかかわり方についての支

援、障害による困難の改善に関する保護者の理解への支援、特別支援教育に

関する情報提供等の意義があり、教育委員会においても、障害のある子ども

を支える家族に対する支援に積極的に取り組む必要がある。

・ また、早期における教育相談を行うに当たっては、多くの保護者は我が子

の障害に戸惑いを感じ、就学先の決定に対しても不安を抱いている時期であ

ることから、このような保護者の気持ちを十分にくみ取り、保護者にとって
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身近な利用しやすい場所で安心して相談を受けられるよう工夫するなど、保

護者の気持ちを大切にした教育相談を行うことが大切である。

・ その際、例えば発達障害等があることが想定されても、障害があると明確

には判断できない場合や、障害があるが、保護者がそれに気付き適切に対応

できにくい場合など 「気になる 「子育てに対して不安である」という段階、 」、

から、その子どもだけに限らず、その保護者に対しても支援を行う必要があ

る。

（２）幼稚園等における早期支援の充実

○幼稚園における特別支援教育の現状

・ 学校教育法の一部改正（平成１８年６月公布、平成１９年４月施行）によ

り、幼稚園は、その在籍する障害のある幼児に対して障害による学習上又は

生活上の困難を克服するための教育を行うことが規定された。また、平成２

０年３月に告示された新しい幼稚園教育要領においても、障害のある幼児に

ついて個別の指導計画や個別の教育支援計画を必要に応じて作成するなど、

個々の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、

組織的に行うことが示された。

・ 一方で、文部科学省の調査によると、幼稚園における校内委員会の設置、

特別支援教育コーディネーターの指名、教職員研修の実施などの特別支援教

育体制整備については、取組が十分ではない状況にあることが指摘されてい

る。

○幼稚園の特別支援教育体制の充実

・ 幼稚園については、障害のある幼児の実態把握や校内委員会の設置、特別

支援教育コーディネーターの指名などの基本的な体制整備を早急に図ってい

くことが必要である。また、それとともに、特別支援学校のセンター的機能

による支援を積極的に活用すること等を通じて、教員の特別支援教育に対す

る理解や幼児の実態把握を進め、障害のある幼児に対する指導・支援の充実

を図ることが必要である。

・ 国においては、平成１９年度から実施している「発達障害早期総合支援モ

デル事業」の成果をとりまとめ、関係者に対してその成果を普及していくこ

とが必要である。
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○幼稚園における個別の教育支援計画等の作成推進

・ 幼稚園における特別支援教育を推進するためには、１ （２）の基本的方向．

、 、を踏まえ 個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用するなどして

一人一人の教育的ニーズに応じた支援の充実を図ることが必要である。

○教育委員会等による支援

・ 私立幼稚園を含む各幼稚園において、上記の取組を推進するためには、教

育委員会が首長部局と連携しつつ、幼稚園に対する支援を行うことが重要で

ある。また、教育委員会等がこれまで以上に幼稚園や小学校等との連携を深

めることは、障害のある子ども一人一人に対する指導や支援の連続性を確保

し、幼児教育から義務教育へのスムーズな移行に資するものである。

、 、 「 」・ このため 教育委員会は 国の 発達障害等・特別支援教育総合推進事業

を十分に活用して、幼稚園に対する専門家チームの派遣、定期的な巡回教育

相談、小学校の教員を対象とした研修への参加や幼稚園教員を対象とした研

修の実施など研修の機会の提供、特別支援学校のセンター的機能による支援

を積極的に行うことが必要である。これらの施策を通じて、私立幼稚園を含

む各幼稚園における障害のある幼児に対する指導力の向上や支援の充実等、

幼稚園における特別支援教育を推進していくことが強く求められる。

○保育所等における早期支援の充実

・ すべての障害のある子どもに対し教育上必要な支援を行うためには、幼稚

園以外の小学校就学前施設における早期支援の充実も重要である。保育所に

ついては、本年３月に告示された保育所保育指針において、個別の指導計画

や個別の支援計画を作成するなど、障害のある子どもに対して、適切な対応

を図ることが示された。また、認定こども園についても、各都道府県におい

て認定基準を定める際に参酌すべきとされている、国が定める施設の設備及

び運営に関する基準において、教育及び保育内容は幼稚園教育要領及び保育

所保育指針に基づくこととされているとともに、障害のある子どもの受入れ

に適切に配慮すべきことが示されている。

・ 保育所や認定こども園においては、保健・療育機関及び特別支援学校等の

助言又は援助を活用しつつ、障害のある子どもに対する適切な支援の充実を

図るとともに、教育委員会は、首長部局とも連携しつつ、これらの施設に対

しても必要な支援を行っていく必要がある。
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３．就学指導の在り方について

（１）就学指導の現状と課題

①就学に係る現行の制度

・ 障害のある子どもの就学先については、制度上、その障害の程度が就学基

準（学校教育法施行令第２２条の３）に該当する場合は、市町村教育委員会

において保護者及び教育学、医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の

就学に関する専門的知識を有する者の意見を聴いた上で、特別支援学校への

就学を、障害の程度が就学基準に該当していない場合には、小・中学校への

就学を決定することとされている。また、障害の程度が就学基準に該当する

場合であっても、小・中学校において適切な教育を受けることができる特別

の事情があると市町村教育委員会が認める場合は、小・中学校への就学を決

定する（認定就学制度）こととされている。

・ なお、実際の就学指導に当たっては、市町村教育委員会は、保護者や専門

家の意見を聴いた上で総合的な見地から判断することとなっている（ 障害の「

ある児童生徒の就学について （平成１４年文部科学省初等中等教育局長通」

知 。））

・ 現在の就学指導の手続きについて、法令上は、就学する前年度の１０月

３１日までに学齢簿が作成され、原則として１１月３０日までに就学時健康

診断を実施し、その結果に基づき保護者や専門家からの意見聴取を行った上

で、保護者に対して翌年１月３１日までに就学先を決定・通知することとさ

れている。しかし、実際には、多くの市町村において、入学の１年ほど前か

ら就学相談や体験入学等を行うなど、就学に向けての取組を早期から実施す

るようになってきている。

②近年の就学指導等の改善に関する取組

就学指導に関し、国は、近年、以下の通り、就学基準や就学手続きの弾力化

等の見直し、市町村教育委員会が就学先を決定する際の専門家や保護者の意見

聴取の義務付けなどの改善を行っている。

○平成１４年学校教育法施行令（政令）の改正

・ 医学や科学技術の進歩等を踏まえ、教育学、医学の観点から、盲・聾

・養護学校（当時）に就学すべき障害の程度（就学基準）を改正。

・ 就学基準に該当する児童生徒については、その障害の状態に照らし、
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就学に係る諸事情を踏まえて、小・中学校において適切な教育を受ける

ことができる特別の事情があると市町村教育委員会が認める場合には、

小・中学校に就学させることができるよう就学手続きを弾力化（認定就

学の制度化 。）

・ 障害のある児童の就学に当たり、専門家の意見聴取を市町村教育委員

会に義務付け。

○平成１９年学校教育法施行令（政令）の改正

・ 障害のある児童の就学に際して、日常生活上の状況等をよく把握して

いる保護者の意見を聴取することにより、当該児童の教育的ニーズを的

確に把握できることが期待されること等から、保護者からの意見聴取を

市町村教育委員会に義務付け。

（２）今後の就学指導の在り方について

①基本的な方向

・ １ （２）の基本的方向で述べたように、本協力者会議としては、障害のあ．

る子どもたちの将来の自立や社会参加を見通し一人一人の教育的ニーズに応

じた適切な指導や必要な支援を行う観点から、個別の教育支援計画の作成・

活用を図り、一貫した教育支援体制を構築していく必要があると考える。

・ このように個別の教育支援計画を作成していくことにより、当該幼児児童

に対する長期的な展望に立った指導や支援の方針や方向性について、保護者

も含めた関係者の間で共通理解が醸成されていくことが期待される。

・ 就学指導については、このような教育支援の一環であり、単に就学先を決

定するだけでなく、長期的な展望に立った指導や支援の方針を含めたものと

とらえ、その改善・充実を図る必要があると考える。

・ そして、幼稚園だけでなく保育所、認定こども園、医療、福祉、保健等の

多様な関係機関が主体となって障害のある幼児にかかわる就学前の段階から

義務教育段階への移行期（以下「就学移行期」という ）においては、関係者。

間の情報や認識の共有化、就学先の学校での教育支援への円滑な移行を図る
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*3
ため、市町村の教育委員会が中心となって就学移行期の個別の教育支援計画

を作成・活用し、それを就学後は就学先の学校に引き継いでいくことが適当

である。

・ これにより、私立幼稚園を含む幼稚園等と教育委員会との連携強化、教育

委員会から幼稚園等への支援の充実につながることが期待できる。

・ 就学移行期に作成される個別の教育支援計画には、幼稚園等において個別

の教育支援計画や個別の支援計画等が作成されている場合は、それらとの整

合性や一貫性をもって作成するよう努めることが必要である。また、就学移

行期に作成される個別の教育支援計画は、幼稚園等における幼児の状況等を

踏まえ、就学先の学校及び就学先の学校における教育支援の内容（通級によ

る指導や通常の学級での配慮の内容、特別支援学校や小・中学校の特別支援

学級での指導・支援内容など）等が含まれるものであり、その作成手続の中

で、専門機関等の関係者や保護者の参加を得て、当該児童に最もふさわしい

教育支援の内容や、それを実現できる就学先等を決定していくべきである。

・ これらにより、就学移行期に作成される個別の教育支援計画は、保護者を

含め関係者の間で、当該幼児児童に対する長期的な展望に立った指導や支援

の方針や方向性に対する共通理解を得ながら作成されるものとなり、当該児

童にふさわしい就学先の学校や教育支援の内容についても、早い時期から共

通認識が醸成されていくことが期待される。

・ また、このような就学指導を適切に行うための前提として、就学先の小・

中学校や特別支援学校において必要な教育支援を行うための体制整備が求め

られるが、特別支援学校の設置管理や小・中学校の教職員配置に関し、権限

と責任を有する都道府県教育委員会においても特別支援学校の整備も含め適

切な体制整備を図るとともに、市町村教育委員会の取組を積極的に支援して

いくことが必要である。

・ 自治体によっては、既に幼稚園、保育所、認定こども園、医療、福祉、保

健等の関係機関と保護者が協力して類似の計画（就学支援シートなど）を作

成し、就学先の学校に引き継ぐ取組を行っている例も見受けられる。また、
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これまでも、市町村教育委員会では、就学指導のため、子どもの状況や必要

とされる教育支援の内容等について資料を作成してきており、このような既

存の取組を活用し、その充実を図ることにより、着実に取り組むことが必要

である。

・ また、就学相談・指導は、市町村教育委員会のみならず、各学校も重要な

役割を担うものである。各学校において、特別支援教育コーディネーターを

中心として、体験入学や就学相談等に積極的に取り組んでいる例があり、こ

のような取組についてより一層の充実が求められる。

・ さらに、市町村教育委員会と居住地に近い学校が連携して就学移行期にお

ける個別の教育支援計画を作成することも有効な方法であるが、その場合、

就学移行期における個別の教育支援計画は、あくまで市町村教育委員会にお

いて責任をもって作成するものであり、すべてを学校に任せることのないよ

うに留意すべきである。

・ このような就学移行期における個別の教育支援計画は、単に就学の場を決

定するための資料ではなく、障害のある子どもの可能性を最大限に伸ばし、

自立し、社会参加するために必要な力を培うために、長期的な見通しを含め

てどのような指導や支援が必要か、という観点から作成することが重要であ

り、このことについて保護者等に十分に説明し、理解を得ることが必要であ

る。

②市町村教育委員会が作成する個別の教育支援計画

・ 就学移行期において市町村教育委員会が作成する個別の教育支援計画の具

体的内容は、以下の通りとすることが適当である。

○位置付け

・ 市町村教育委員会が原則として翌年度の就学予定者を対象に、保護者

や幼稚園、保育所、認定こども園、医療、福祉、保健等の関係機関と連

携して個別の教育支援計画を作成し、就学後は学校が作成する個別の教

育支援計画の基となるものとして就学先の学校に引き継ぐものとする。

・ その際、幼稚園、保育所、認定こども園、医療、福祉、保健等の関係

機関が個別の支援計画やそれに類似した計画を作成・活用している場合

、 。は それらとの一貫性や整合性をもって作成するよう努めるものとする

○記載内容

・ 障害の状態、教育的ニーズ、保護者の意見、就学先の学校で受ける指
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導や支援の内容、就学先の学校、関係機関が実施している支援の内容等

について記載することとする。

○作成する範囲

・ 小学校に就学する障害のある子どもを含め、障害に応じた教育支援を

必要とする者について、必要に応じて就学移行期における個別の教育支

援計画を作成することを目指しつつ、当面は、就学基準に該当する程度

の障害がある場合に原則として作成することとする。

③一人一人の教育的ニーズに応じた就学先決定手続き

○就学する学校の決定

・ 就学する学校の決定手続について、現行制度では、法令上、就学基準に

示された障害の種類及び程度に該当する子どもについては、原則として特

別支援学校に就学し、小・中学校において適切な教育を受けることのでき

る特別の事情がある場合は認定就学により小・中学校に就学することとさ

れている。

・ 障害のある子どもの就学先については、個別の教育支援計画の作成・活

用を通じて、一人一人の教育的ニーズをきめ細かく把握した上で決定する

べきであり、上記の現行制度については、今後、就学基準に該当するか否

かに加えて、障害の状態から必要とされる教育的ニーズ、保護者の意見や

教育、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を市町

村教育委員会が総合的に判断して、本人の教育的ニーズに最も適切に対応

できる学校を就学先として決定するようその手続きを改めることが適当で

ある。

・ そして、障害のある児童の就学に際して、当該児童の教育的ニーズを的

確に把握するためには、生育歴や日常生活上の状況等をよく把握している

保護者の意見を聴取することが大切である。また、就学以前の早い時期か

ら、幼稚園、保育所、認定こども園、医療、福祉、保健等の関係機関が個

別の支援計画等の作成・活用を図ることにより、本人の将来の自立と社会

参加という視点に立った長期的な展望の下で、当該幼児児童に対する支援

方法等について、保護者や関係者間で共通認識が醸成されていくことが期

、 、待できることから 就学指導は単に就学先を決定するためのものではなく

当該幼児児童の支援計画の一環として行われることになる。

・ また、基本的には、保護者が子どもの成長を願い、最適な教育機会を子

どもに与えたいという思いと、将来の自立と社会参加を目指し一人一人の
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ニーズに合わせた教育支援を提供しようとする市町村教育委員会の判断と

は、同じ方向を目指したものと考えるが、実際の児童生徒の就学先の決定

に際し、保護者の意見と市町村教育委員会の判断が異なる場合がある。

・ もとより、国や自治体は、小・中学校において適切に特別支援教育が行

われることを目指して着実な努力を積み重ねるべきであるが、障害の状態

によっては特別支援学校における、より専門的な指導や手厚い支援が必要

な子どももいる。また、地域の小・中学校に就学させることを強く希望す

る保護者もいれば、就学先の学校について思い悩み、判断に時間が必要な

保護者もいる。

、 、・ 市町村教育委員会は 保護者への情報提供や相談を十分に行うとともに

保護者の意見を十分に踏まえた上で、子どもにとって最も適切な就学先を

判断することが必要である。また、就学移行期の個別の教育支援計画の作

成・活用を通じ保護者との共通認識を醸成しておくことや、後述する継続

的な就学相談・指導を実施することなどにより、適切かつ柔軟できめ細か

な対応を行っていくことが求められる。

・ そのような対応を十分に行うことを前提とした上で、制度としては義務

教育を実施する責任を有する教育委員会において最終的に就学先を決定す

ることが適当であると考える。

・ また、就学先の決定について、就学移行期における個別の教育支援計画

の作成・活用を通じて総合的に判断する上記の仕組みへの転換を図った場

合は、人的・物的環境が適切に整備されている等の特別な事情があると市

町村教育委員会が認める場合に小・中学校に就学させることができる現在

の認定就学制度は、その趣旨を更に進める形で、新しい仕組みに組み込ん

でいくことが適当である。

○就学後の継続的なフォローアップ

・ 市町村教育委員会及び都道府県教育委員会は、相互に連携しつつ、障害

のある児童生徒に適切な指導・必要な支援を行うという観点から、就学後

の継続的なフォローアップを行うことが大切である。そのため、必要に応

じて就学先の学校が作成する個別の教育支援計画の見直しに参画するなど

により、定期的に就学先での状況を把握しつつ、状況により就学先の学校

についての再検討を行うことが必要である。
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④今後の就学指導の流れ

・ １（２）で述べたように、本協力者会議としては、今後の特別支援教育の

更なる推進に向けた基本的な考え方として、障害のある子どもに対する多様

な支援全体を一貫した「教育支援」ととらえ、個別の教育支援計画の作成・

活用を通じて、特別支援教育の理念の実現を図ろうとするものであり、キー

ワードは「個別の教育支援計画の作成・活用」であると考えるが、その流れ

を整理すれば以下のようになる。

・ 就学前の段階では、幼稚園等における個別の教育支援計画や医療、福祉、

保健等の関係機関における個別の支援計画の作成・活用等を通じて、一人一

人の教育的ニーズに応じた支援の充実を図ることが重要である。

・ そして、就学予定者に対しては、市町村教育委員会において、関係機関や

専門家、保護者との十分な連携を図りながら、幼稚園等における個別の教育

支援計画、子どもの障害の状態や相談・支援にかかわる情報を記載した相談

・支援手帳（ファイル）等を活用しつつ、就学移行期における個別の教育支

援計画を作成・活用し、長期的な見通しを含めてどのような指導や支援が必

要かを十分に踏まえた上で、その子にとって最もふさわしい教育支援の内容

や就学先を決定することが重要である。

・ さらに、就学移行期における個別の教育支援計画は、就学先の学校に引き

継ぐものとし、就学後は各学校において、これを基にして個別の教育支援計

画を作成し、活用することが求められる。また、教育委員会は、就学後の継

続的なフォローアップを行い、状況により就学先の学校についての再検討を

行うことが必要である。

・ なお、個別の教育支援計画等について、関係機関との連携・協力により作

成・活用することにより、医療、福祉、保健等の各分野の連携強化を図るこ

とが必要があり、そのためには、文部科学省と厚生労働省との連携も必要で

ある。

・ このような取組を通じて、特別支援教育の理念の実現を図ろうとするもの

である。

４．継続的な就学相談・指導の実施について

○学校が作成する個別の教育支援計画

・ 現在、ほとんどの特別支援学校において個別の教育支援計画が作成されて
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いるほか、小・中学校においても作成が進められている。

・ このような学校が作成する個別の教育支援計画については、平成２０年３

月に告示された新しい小・中学校の学習指導要領において、個々の児童生徒

の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行う

ために、必要に応じて作成することが示されたところであり、子ども一人一

、 、 、 、 、人の教育 医療 福祉 保健 労働等様々な観点から生じるニーズに対応し

様々な関係機関、関係者と連携して作成することが大切である。

○個別の教育支援計画の定期的な見直しを通じた継続的な就学相談・指導

・ 特別支援教育は、児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な指導や

必要な支援を行うことを理念とするものであり、児童生徒の障害の状態の変

化等に応じて適切な教育を行うためには、就学時のみならず就学後も引き続

き就学相談・指導を行う必要がある。

・ また、小学校や特別支援学校就学後、障害の状態の変化や適切な指導や支

援を行う場の検討の結果、就学先を変更することが必要な児童生徒もいる。

このように児童生徒のニーズ等の変化に継続的かつ適切に対応するため、特

、別支援学校や小・中学校において個別の教育支援計画の作成・活用を推進し

その内容の充実を図るとともに、同計画を定期的に見直すことを通じて、継

続的な就学相談・指導を行う必要がある。

・ そして、このように就学後も継続的に就学相談・指導を行うことにより、

就学先の変更を含め、児童生徒の一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指

導や必要な支援の方法等を定期的に見直すことが必要である。

○継続的な就学相談・指導を行うための体制

・ 校内委員会等の体制整備状況や、子どもの教育的ニーズを継続的に把握す

るため、教育委員会による専門家チームの派遣や定期的な巡回教育相談等を

通じた学校への支援が必要であり、そのため、国の「発達障害等・特別支援

教育総合推進事業」等の一層の充実を図ることが重要である。

５．居住地の小・中学校とのかかわりについて

○就学前の相談における小学校のかかわり

・ 早期からの教育相談については、多くの自治体によって取り組まれている

ところであるが、就学相談を、居住地の小学校が行っている例があり、幼児
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期から義務教育段階への継続的な教育支援という観点や小学校の管理職をは

じめとした教職員が特別支援教育に関する理解を深める観点から有効な試み

であると考える。

○特別支援学校に就学した場合の居住地の小・中学校のかかわり

・ 障害のある子どもが特別支援学校に就学する場合、地域とのつながりが希

薄となることを懸念する意見がある。

・ 障害のある子どもが、居住する地域とのつながりを深めるため、居住地の

市町村教育委員会は、特別支援学校に就学する子どもについても、自らの市

町村の子どもであると認識することが大切であり、このため、特別支援学校

に就学した児童生徒の教育について、居住地の教育委員会や小・中学校がか

かわる取組について検討することが必要である。

・ 居住地の学校との交流及び共同学習を進める中で、特別支援学校に在籍す

る児童生徒が、居住する地域の小・中学校に副次的な籍をもち、小・中学校

の学校行事や学習活動に参加する等の直接的な交流や、学校・学級便りの交

換を行う等の間接的な交流を通じて、居住する地域とのつながりの維持・継
*4

続を図る取組を行っている学校や自治体がある

・ このような取組は、障害のある子どもの社会性の育成に資すると共に、障

害のない子どもにとっても、障害者への理解を深めるとともに、社会を構成

する様々な人々と共に生きていくことを学ぶ機会になるものである。また、

市町村教育委員会や小・中学校に対しては、特別支援学校に通っている子ど

もも地域の子どもであるという意識啓発につながるものである。

・ 今後、各学校や自治体におけるこれらの取組も参考としつつ、特別支援学

校の児童生徒が居住する地域とのかかわりを深める取組について、校内で必

要な体制整備も含めて、例えば国において指針を示すことや、モデル事業を

実施することなどを通じて、促進していくことが必要である。

６．市町村教育委員会等の体制整備について

○適切な教育支援を行うための体制整備

・ 市町村教育委員会等が障害のある子どもに対し適切な教育支援を行うため

には、教育委員会に特別支援教育の経験豊かな職員を配置したり、退職教員
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を非常勤職員等として配置したりするなど障害のある子どもに対する教育支

援を行うための体制整備を図るとともに、就学指導委員会の委員に専門性の

高い人材を配置することが必要である。

・ 都道府県教育委員会においても、専門家チームの派遣や巡回教育相談等の

効果的な実施や、特別支援学校のセンター的機能の充実などにより、市町村

教育委員会を積極的に支援することが必要である。

・ 国は、各市町村・都道府県教育委員会で一定水準以上の体制整備が図られ

るよう、必要な財政措置について積極的に検討すべきである。

・ また、就学先の決定に際して市町村教育委員会において適切な判断ができ

るようにするため、市町村教育委員会が、早期支援に係る機関（幼稚園、保

育所、認定こども園、医療、福祉、保健等の関係機関）との連携強化による

情報の共有化を推進するための体制整備が必要である。

・ さらに、市町村においては、教育委員会と首長部局との連携を密にして、

教育委員会や学校と医療、福祉、保健等の関係機関が情報を共有するなど連

携が円滑に図られるようにする必要がある。

・ このほか、小規模であったり、関係機関や専門家等の人材が確保しにくい

市町村においては、例えば、複数の市町村教育委員会が共同で就学指導委員

会を設置するなど、複数の市町村が連携して体制整備を促進することも考え

られる。

７．障害者の権利に関する条約について

・ 障害者の権利に関する条約において、教育については、第２４条、インクル

ーシブ・エデュケーション・システム（包容する教育制度）の解釈が課題とな

る。本条約はインクルーシブ・エデュケーション・システムについて定義規定

は示していないが、条文上、障害者が、精神的及び身体的な能力をその可能な

最大限度まで発達させることを目的として、障害のある子どもとない子どもと

が可能な限り同じ場で教育を受けられるようにすることを求めているものと考

えられている。また、条約の制定過程等を踏まえれば、特別支援学校の存在は

認められているものである。

・ 本条約が求めるインクルーシブ・エデュケーション・システムは、単なる場

の統合ではなく、子ども達を最大限度まで発達させる教育の質を求めており、

そのような教育が行われることを前提として、可能な限り同じ場で教育を受け
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られるようにすることを求めているものと考えられる。

・ 本協力者会議としては 「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた、

主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニ

ーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服する

ため、適切な指導及び必要な支援を行う」という特別支援教育の理念を実現す

るため、今回、障害のある子どもに対する多様な支援全体を一貫した「教育支

援」ととらえ、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて、特別支援教育の一

層の充実を図っていくべきことを提言するものであり、このことは、本条約の

「インクルーシブ・エデュケーション・システム」の実現にも沿うものと考え

る。

８．今後検討すべき課題について

本協力者会議においては、特別支援教育の理念の実現という観点から、まずは

早期からの教育相談・支援及び就学指導の充実を図ることが最も重要であり、か

つ、優先的に取り組むべき課題であると考え、これまでの検討結果を審議の中間

とりまとめとして今回とりまとめたものである。また、これまでの議論では、特

別支援教室構想を含めた義務教育段階における特別支援教育の在り方、特別支援

教育に関する教員の専門性向上方策、後期中等教育段階における特別支援教育の

充実方策等について、多くの意見が出されたところである。このため、特別支援

教育の充実に向け、これらの課題を含め、本協力者会議において検討すべき課題

について、今後継続して精力的に検討を行うことが必要である。
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